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地域特性を考慮した産業廃棄物の管理
──茨城県のゼロ・エミッションモデル──
劉 庭 秀 プシュパラール ディニル
１．はじめに
平成６年国連大学が「ゼロ・エミッション」構想を提唱してから、今年で１０年目となる＊１。この
１０年間で日本の廃棄物行政も大きく変貌し、‘循環型社会形成推進基本法’を基本とするリサイク
ル関連法の大枠が完成され、拡大生産者責任が強く求められるようになった。しかし、これらの政
策構想や制度の整備が進められているにもかかわらず、廃棄物の減量化、再資源化は一定程度の効
果しか得られず、各自治体は次々と新しい施策を打ち出している。
最近、話題となっている青森・岩手県境における産業廃棄物の大規模不法投棄問題でもわかるよ
うに、産業廃棄物問題はもはや各自治体内で発生する廃棄物の適正処理と有効利用の問題ではない。
この不法投棄問題が発生したのは、排出地（首都圏）における産業廃棄物の厳しい規制による処理
コストの増加や埋立地不足などによって、処理できなくなった産業廃棄物を比較的規制の緩かった
東北地方に持ち込んだ結果である＊２。このように不法投棄の場合、都市と農村地域間の摩擦が社会
問題となっている。
伝統的な農業県であった茨城県は首都圏に隣接している利点を利用した大規模工業団地の誘致、
学園都市の建設など地域開発も大きな変化を見せてきた。そして、茨城県はやがて首都圏からの産
業廃棄物の受け入れていたが、現在は多くの産業廃棄物が他県へ広域移動している。茨城県は首都
圏の産業廃棄物を中間処理して排出したり、県内の産業廃棄物最終処分場の確保が難しいことなど
様々な問題を抱えており、産業廃棄物の減量や資源化に関する様々な政策を導入している。
本稿では、茨城県の地域特性と産業廃棄物をめぐる諸問題を把握し、茨城県における廃棄物行政
の課題を‘産業廃棄物広域移動’、‘廃棄物処分場確保問題’、‘産業廃棄物有効利用促進対策’の三
つの視点から分析・考察し、ゼロ・エミッションモデルの基礎概念を提案する。
２．茨城県の地域特性と産業廃棄物行政
２．１ 産業振興と地域開発
２．１．１ 農業県としての位置づけ
関東地域は首都圏の食糧供給基地として多様な農業生産を展開してきた。平成３年度には茨城県
の農業粗生産額が年１，５００億円までのぼり、茨城県は全国都道府県ランクで上位を占める農業県と
なった。この金額は北海道に次ぐもので、稲作、畜産、園芸が中心であった。しかし、都市化の進
９５
行により、稲作や畜産が後退してしまい、園芸県としての色彩が強い。このような現状から茨城県
の農業政策は農水産物の高付加価値化、特性化へ方針を変えている＊３。特に常磐新線の沿線開発＊４
に伴い、都市化が加速化すると予想され、農業県としてのイメージは大きく変わると思われる。
２．１．２ 産業構造の変遷と大規模地域開発
１９６０年代の高度経済成長以降、日本の経済は１０年周期によってリーディング・インダストリの交
代を果たしてきたといわれており、茨城県もほぼ同じペースで産業構造の変化が行われた。
まず、１９６０年代後半から基礎素材型産業として鉄鋼、石油精製産業の重要性を認識し、県南地域
の「鹿島臨海工業地帯」開発が進められた。１９７０年代後半には日立、勝田などの県北地域を中心に
量産加工組立型産業の家電・自動車関連分野が盛んだ。一方、茨城県はこの時期に「筑波研究学園
都市」の開発を進め、国家プロジェクトの誘致による地域開発と地域発展を狙ったわけである。そ
して、「筑波研究学園都市」の誕生は１９８０年代後半から始まった医療技術、新素材、バイオテクノ
ロジなどの高度技術型産業形成に大きく貢献することとなる。最後に１９９０年代以降は高度技術型産
業とマルチメディア対応の情報関連産業がリーディングインダストリとして注目されている＊５。特
に情報関連産業は、今後茨城県の産業構造変化に大きく影響すると予想されるが、茨城県全体の地
域産業構造は、いわゆるソフト化、サービス化、情報化への対応が遅れているといわれている。例
えば、県内には地上波地域テレビ放送局もなく、ＣＡＴＶネットも筑波、古河、土浦などに限られ
ているなど地域情報化に遅れている。高度技術型産業が必要とする研究開発機能や情報インフラは
唯一つくば市に局限されており、１９８０年代以降の産業はつくば市を中心に機能しているといっても
過言ではない＊６。情報関連産業の立ち後れやつくば市への機能偏重は茨城県全体の産業振興や地域
開発の阻害要因になる可能性が高い。
前述したように茨城県はこの３０年間に産業振興を目的に「鹿島臨海工業地帯」と「筑波研究学園
都市」という二つの大規模プロジェクトを誘致した。前者は首都から約８０㎞の距離に位置している
鹿島灘沿岸の広い土地と豊かな水に着目し、地域開発における一大拠点として、当時後進県であっ
た茨城の飛躍をはかろうとするものであった。結果的には鉄鋼、石油化学コンビナートの立地につ
ながったが、真の地域振興は達成できなかったと評価されている。一方、後者は研究学園という都
市機能に特化した地域開発を狙って人口定着、雇用増大、所得向上、都市的利便性向上などいくつ
かの効果が現れたが、これらの効果は一部地域（つくば市周辺）に限られてしまい、茨城県全体へ
の波及効果は少なかったといえる＊７。
産業振興と地域開発はいずれも中途半端であり、茨城県の地域産業育成、地域の均衡発展にほど
とおいものであった。結局、農業県という地域特性さえも薄れてしまい、地域中心産業といえるも
のも育成できず、県南地域は鹿島を、県北地域は日立を中心とする工業地帯が形成された。そして、
つくば市は都市の機能や性格があまりにも突出した形となってしまう結果となった。
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このように首都圏という立地条件が生かされず、大規模地域開発、産業振興策は大きな成果が得
られなかった。少子化、高齢化、情報化、国際化が進む中、茨城県の地域特性を創り出すためには、
既存政策の有効利用、情報産業の活用、地域間の均衡発展が重要課題であり、廃棄物行政もこのよ
うな地域の現状を考慮すべきであろう。
２．２ 産業廃棄物行政の現状
平成１１年度の産業廃棄物実態調査によると、茨城県の年間産業廃棄物発生量と排出量は５年前に
比べて発生量で約８．５％、排出量で約７．５％増加した＊８。一方、平成１４年を基準に建設廃棄物のリサ
イクル率（９５．８％）、一般廃棄物のリサイクル率（１７．６％）が大きく改善されたが、産業廃棄物搬
出量、最終処分量は依然として増加傾向である＊９。
平成１５年度版茨城県環境白書には、産業廃棄物対策として‘産業廃棄物の減量化及び有効利用促
進’、‘焼却施設のダイオキシン対策’、‘適正処理推進’、‘処分場確保’を主な課題としており、循
環型社会、いばらきゼロ・エミッションを政策方針としている＊１０。また、主要な廃棄物政策として
は、「リサイクル優良事業所等認定制度」、「産業廃棄物交換制度」、「鹿島地域エコタウンプラン」、
「エコフロンティアかさま（最終処分場建設）」などが挙げられている。全国の各自治体で導入、
検討している大部分の廃棄物政策を実施している状況である。しかし、これらの政策は主に県内で
発生する産業廃棄物の有効利用、減量化、適正処理のための政策であり、産業廃棄物の広域移動を
考慮した政策とは思えない。茨城県の「産業廃棄物交換制度」は、いわゆる産業廃棄物の物々交換
であるが、年間斡旋件数は２７件、交換成立４件で（平成１３年基準）、しかも年々申込数や交換成立
率が下がっており、制度を維持すること自体が疑問である。また、この制度は提供情報、需給バラ
ンス、取引条件、セキュリティなどの問題点があり、制度改善の必要性が指摘されている＊１１。そし
て、「エコタウンプラン」も特定地域（鹿島）に限定しており、地域産業振興や地域連携につなが
るような積極的な政策導入が望まれる。
このように茨城県の産業廃棄物行政はゼロ・エミッションという政策方針を打ち出しているもの
の、既存産業との関係、情報システムの有効利用、廃棄物の広域移動の究明、資源化及び処理目標
の設定などの視点が欠如している。
３．茨城県の産業廃棄物管理及び適正処理をめぐる三つの視点
３．１ 産業廃棄物の広域移動
茨城県は、既に昭和５９年～６０年にかけて産業廃棄物の安定型最終処分場や不法投棄地において公
害事案が発生し、昭和６１年５月から「県内搬入事前協議制」を導入した経緯がある。これは県外発
生の産業廃棄物を県内に搬入・処分するときは、事業者はあらかじめ県と協議し、知事と協定を締
結するものであり、排出事業者責任の明確化、適正処理の確保、許可処分場での公害問題発生の抑
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制、県外産業廃棄物搬入量の減少などの効果が表れたと報告されている＊１２。しかし、この「事前協
議制」を導入してから既に２０年が経っており、現在は逆に茨城県から県外に移動される産業廃棄物
が中間処理および最終処分目的を合わせて年間約７５０，０００トンにものぼる＊１３。
平成１２年に中間処理又は最終処分目的で都道府県を越えて広域移動した産業廃棄物は、全国で約
２５，０００，０００トンとなっており、そのうち首都圏からの移動量が約半分を占めている。首都圏におい
て都道府県を越えて中間処理目的で広域移動した産業廃棄物量は９５４万トンであり、圏域外に移動
したものは７２０，０００トンである。都県別にみると東京都からの搬出量が５，５１６，０００トンと約６割を占
め、首都圏内の埼玉県、千葉県、神奈川県に移動している量が際立って多い。茨城県の場合、約６１０，０００
トンが隣接県を中心に県外に移動されており（首都圏域外１０６，０００トン）、栃木県、埼玉県、福島県
の順である（表１）。また、埼玉県、栃木県、千葉県、神奈川県からも約２９１，０００トンの廃棄物が搬
入されている＊１４。
表１ 茨城県の産業廃棄物の県外移動状況（２０００年基準） 単位：万トン／年
出典：環境省報道資料、２００３年４月１７日
一方、最終処分目的で広域移動した産業廃棄物量は１，２３６，０００トンであり、そのうち約６割の
７０５，０００トンが圏域外に移動している。中間処理目的で東京都から搬入される量が多い埼玉県、神
奈川県の県外搬出量が多いことから、東京都から搬入された産業廃棄物が隣接県で中間処理された
後、圏域外等に運搬されて最終処分されたと考えられる。特に茨城県の場合、福岡県と愛知県への
最終処分目的の移動量（８７，０００トン）が県外移動量の約半分を占めている（表１）。しかし、最終
処分目的で首都圏からの搬入量はない。なお、首都圏における産業廃棄物の都県外移動量を廃棄物
の種類別にみると、中間処理目的の場合、がれき類及び汚泥の２品目で約６割を占めている。最終
処分目的の場合は廃プラスチック類、汚泥、がれき類並びにガラス及び陶磁器くず４品目で約８割
を占めている＊１５。
１位 ２位 ３位 ４位 ５位 その他 合計
中間処理
目的
栃木県
２０．４
埼玉県
１８．１
福島県
６．５
千葉県
５．２
神奈川県
３．１
７．７ ６１．０
最終処分
目的
福岡県
７．１
愛知県
１．６
千葉県
１．５
福島県
１．４
群馬県
１．４
１．３ １４．３
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図１ 茨城県の産業廃棄物の広域移動
図１のように茨城県における産業廃棄物の搬入、搬出量は隣接県への移動だけではなく、東北地
方や九州地方までを含む全国的な移動として把握する必要がある。しかし、不法投棄の場合、岩手、
青森県境の不法投棄事件で明らかになったように、一般的な動向調査では把握できないため、産業
廃棄物の不法投棄構造はより複雑であることに間違いない。茨城県は、既存の「事前協議制」の見
直しを行い、搬入する産業廃棄物のみならず、搬出する産業廃棄物についても輸送および処理方法
の妥当性、受入先との事前協議を義務づけるなどの措置をとり、排出者（企業）および処理業者、
そして搬出自治体の責任を明確にする必要がある。「事前協議制」は搬入される産業廃棄物を対象
としており、廃棄物の搬出責任が問われていない。しかし、現状では搬出する廃棄物が多いため、
既存の協議制だけでは責任説明に乏しい。最近、各自治体が産業廃棄物税の導入を進めている。し
かし、公平な税率決定や賦課も重要であるが、根本的に事前協議による調整や管理が最も重要であ
ろう。
３．２ 最終処分場確保と適正処理
最終処分場の確保は茨城県の主要課題として位置づけられており、平成１４年１０月、笠間市に廃棄
物処分場「エコフロンティアかさま」が起工された。この処分場建設には廃棄物の処理方法（ガス
化溶融炉）および立地の妥当性、不適切な市民参加、談合疑惑など様々な問題が提起されている＊１６。
即ち、ゼロ・エミッションを目指している茨城県が廃棄物の根本的な解決につながらないガス化溶
融炉と埋立地を確保しようとしていること、建設予定地決定の際に市民参加ができなかったこと、
産業廃棄物の処理が中心であるにもかかわらず、行政主導で建設されていること、大手ゼネコンの
談合疑惑などがそれである＊１７。
最近、環境省は産業廃棄物の有効利用といった観点から広域移動を奨励しているが、基本的に最
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終処分目的の産業廃棄物は県内で処理しなければならない。勿論、ゼロ・エミッションという目標
をあげて様々な政策やプロジェクトを実施しても５年、あるいは１０年の間で、廃棄物が全くゼロに
なるわけではない。不法投棄の防止や適正処理という観点から最終処分場の確保が重要であり、最
終処分される廃棄物を最小限に抑えていく努力が必要である。
茨城県の廃棄物行政の中身をみると、必ずしもゼロ・エミッションの政策を取っているわけでは
なく、ダイオキシンを抑制した焼却施設建設や埋立場確保などの事業も推進している。例えば、「鹿
島エコタウンプラン」では、サーマルリサイクルによる資源の有効利用を目指しており、この事業
は直接廃棄物の減量化および資源化につながるものではない。また、鹿島地域の場合、約１２０ｔ/day
の固形燃料を焼却し、周辺地域へエネルギー供給することがこの事業の目玉である＊１８。しかし、固
形燃料の場合、昨年起こった三重県の爆発事件のように安全問題が指摘されており、廃プラスチッ
クの分別やリサイクルが進めば、固形燃料の熱量低下も予想される＊１９。そもそも鹿島地域は鉄鋼、
石油化学コンビナートが立地している臨海工業地帯である。最近、廃プラスチックが鉄工業の高炉
還元剤として注目されていることを考慮すれば、固形燃料以外にも地域特性を生かした新しいリサ
イクル産業創出も期待できるはずである。実際、東北地方の廃プラスチック類を川崎や千葉まで運
ばれてリサイクルしている現状を考慮すれば、地域産業振興や地域連携につながるような積極的な
政策決定が望ましい。このように全国的に容器包装リサイクルが進んでいるが、プラスチック製容
器包装については、遠距離を輸送してリサイクルするケースが多い。さらに、中国まで運ばれるケー
スも増えており、首都圏から排出されるプラスチック類、ペットボトルなどをマテリアルリサイク
ル、高炉還元剤、油化などの方法でリサイクルすることも可能であろう。仮に鉄鋼業における廃プ
ラスチックリサイクルを確立し、エコタウンプランを廃プラスチックのリサイクル団地に特化すれ
ば、他地域から搬入された廃棄物の資源化は地域所得や雇用増大、地域産業振興へつながると思わ
れる。
一般的に自治体の廃棄物政策決定には、長期目標を定める必要がある。茨城県はこれらの目標が
曖昧で、具体性に乏しい。平成１５年度版茨城県環境白書には、産業廃棄物発生量および最終処分量
の目標として‘少なくする’という表現を使っている。そして、産業廃棄物の広域移動状況、不法
投棄に関しては‘改善する’としている。茨城県がこのような曖昧な目標設定をしている限り、笠
間市の最終処分場建設、鹿島地域のエコタウンプランなどの大規模プロジェクトを推進する理由を
明確に説明することは難しい。しかし、既に進行、あるいは実施中の事業については、事業実施の
目的と必要性、ゼロ・エミッション政策方針との整合性、施設立地地域の地域特性を再検討し、事
業規模の縮小や変更を含めた見直しが必要である。そして、これらの作業を行う前に産業廃棄物の
減量化および資源化、最終処分量の短期、中期、長期目標を設定し、それぞれの目標に相応しい政
策と事業計画を立てることが先決すべき課題である。
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３．３ 産業廃棄物の資源化対策
ゼロ・エミッションを基調とする廃棄物政策において産業廃棄物の有効利用は最も重要である。
まず、家畜排せつ物利用促進計画にもとづいて、家畜排せつ物処理施設と堆肥生産・流通整備シス
テムの整備を図り、資源循環型農業を推進する政策は、伝統的な農業県である茨城県の地域特性を
考慮したと評価できる。また、建設副産物については、平成１４年から施行された「建設リサイクル
法」に先立って「建設リサイクル推進行動計画」を実施し、リサイクル率を約９５％まで引き上げて
いる。この数値は平成２３年の目標値をほぼ達成したこととなる＊２０。
茨城県における業種別産業廃棄物の年間発生量は（平成１０年基準）電気・水道業１，８２０，５００トン、
建設業１，７１８，０００トン、製造業７，６７１，９００トン、その他７５，７００トンの順である。製造業の中では、鉄
鋼（３４．９％）、パルプ・紙（１８．７％）、窯業・土石（１１．３％）、食料品（１０．４％）、化学（７．６％）、プ
ラスチック製造業（２．８％）などの排出量が多く、鉄鋼、パルプ・紙製造業以外は有価物の割合が
非常に低い状況である。産業廃棄物の処理フローは、全体発生量の約３２％が有価物であり、残りの
約６８％が排出される。自己減量後の廃棄物は、自己利用が約２１．６％、自己埋立が約２．１％、委託処
理が約６８％、その他が約８．３％であり、殆どが業者に委託処理されることになる＊２１。
図２ 産業廃棄物の排出状況（種類ごと）
図３ 自己減量後の処理
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一方、畜産排せつ物、建設廃棄物以外の産業廃棄物に関しては、主に「廃棄物再資源化指導セン
ター」が減量化、有効利用の関連事業の充実を行うこととなっている。このセンターの主な機能は
廃棄物の減量化、有効利用などについての相談指導、情報収集・提供及び広報啓発である。また、
有効利用可能な産業廃棄物の需要及び供給に関する情報の調査と提供をすることにより、事業所等
間での廃棄物の有効利用を図っており、廃棄物の減量化、再資源化を図るものとして、昭和５６年か
ら「産業廃棄物交換制度」、平成１１年から「リサイクル優良事業所認定制度」を運営、実施してい
る＊２２。
ここでは「産業廃棄物交換制度」に注目して産業廃棄物の有効利用促進対策について考察する。
この制度の主な目的は産業廃棄物の排出事業者側および受け手側事業者双方の交換情報を提供し、
再資源化を促進することである。最近はネット上で情報の登録、提供、閲覧ができるようにし、実
際の取引については業者間の連絡や責任で行うことになっている。しかし、第２章第２節の交換成
立実績からわかるように、現在稼働されている茨城県の「産業廃棄物交換制度」は有名無実なシス
テムである。そして、この制度を活性化は、情報システムの有効利用が鍵を握っている。同じく第
２章で考察したように、茨城県は一部の地域を除けば情報化社会への対応が遅れている。しかし、
最近急速に普及・進化している携帯電話機能をうまく利用すれば、これらの遅れは簡単に解決でき
る。例えば、ＧＰＳ機能で産業廃棄物の広域移動を追跡、最短輸送ルートや交通情報の検索し、瞬
時に電子マニフェストの発行、報告ができるだろう。そして、中間処理および最終処分のプロセス
を携帯電話のカメラ機能を用いて２００万画素以上の画像で撮影・転送すれば、情報管理の効率、正
確なデータ提供、不法投棄防止などの効果があると思われる。このようなシステム構築は茨城県だ
けではなく、情報インフラ整備が遅れている他県でも応用できる。情報セキュリティーの問題がな
ければ、このように既存の携帯電話を利用することによって、新たなインフラを構築せず、いくつ
かの廃棄物管理が改善できる。
４．おわりに──ゼロ・エミッションモデルの構想 ──
茨城県におけるゼロ・エミッションを実現するためには、短期的解決ではなく、長期的・広域的
視点を取り入れた政策を導入・実施すべきである。今日の環境問題は地球規模で論議されている。
特定県内のゼロ・エミッションではなく、首都圏、全国レベルの広域移動を分析し、廃棄物および
環境負荷が最少になる方法を探す必要がある。また、廃棄物の広域移動は国内だけではなく、国際
的移動へと変わりつつある。
一方、地域特性や現状を考慮した地域発ゼロ・エミッションを発掘・育成していくことも重要で
あろう。いわゆる地域発ゼロ・エミッションは、屋久島エコフォレストビレッジ、北九州市のエコ
タウン、コープ神戸と長井市の生ゴミリサイクル等々多数の成功事例が報告されている＊２３。茨城県
においても平成１４年３月から日本フードサービス協会によって外食産業を中心に食品リサイクル事
東北大学大学院 国際文化研究科論集 第十二号
１０２
業が始まり＊２４、霞ヶ浦のバイオマス・リサイクルシステム構想も進められている＊２５。このような動
向はそもそも農業県である茨城の地域特性を考慮した地域発ゼロ・エミッションの良い事例であろ
う。また、製造業はゼロ・エミッション工場を拡大させ、廃棄物を排出しないような製造プロセス
を確立する必要がある。
しかし、ゼロ・エミッション現実的に既存の政策枠から大きく外れることは難しい。前述したよ
うに焼却や最終処分場関連政策を段階的に修正していく必要がある。曖昧な廃棄物行政の基本方針
や優先順位を明確にし、詳細な改善目標を設定する。そして、笠間最終処分場の規模縮小やガス化
溶融炉を見直し、環境影響への十分な比較検討する必要がある。なお、この処分場は主に産業廃棄
物の最終処分を想定しているため、排出者（汚染者）責任の原則を適用し、廃棄物排出業者に何ら
かの処分料を賦課することが望ましい。
鹿島地域を中心とするエコタウンプランは、地域産業（鉄鋼）の有効利用、リサイクル産業創出
による産業振興を図る。既存の固形燃料システムは、県内からリサイクルしにくい物質（発熱量の
高いもの）を集め、サーマルリサイクルすることが望ましい。これは、最終処分の前段階として位
置づけられる。また、地域均衡発展のため、県北地域を中心とする日立エコタウン（仮称）を新設
することもできる。この地域は建設リサイクル、農畜水産物を中心とする食品リサイクル、製造業
のエコファクトリー支援機能を担当する。そして、両エコタウンは、筑波研究学園都市の研究成果
が十分に活用できるようなネットワークで結ばれる。このような機能は既存の「つくば研究支援セ
ンター」に廃棄物関連の技術斡旋・指導・協力・情報共有機能を追加することで十分であり、県北
地域にも同じ機能を担当するセンターが必要である。これらのセンターは基本的にネット上で運営
すればコストが押さえられると思われる。また、それぞれのエコタウンは筑波大学（県南地域担当）、
茨城大学（県北地域担当）と連携し、技術協力・研究成果およびリサイクル関連の創業支援が受け
られるようにする。
最後に、これらのゼロ・エミッション政策モデル構想の中心となるものが‘産業廃棄物交換制度’
と‘広域移動管理’である。本稿のモデルでは、既存の「産業廃棄物交換制度」とはかなり違う性
格と機能を有し、「産業廃棄物広域リサイクル管理システム」という名称が相応しいと思われる。
茨城県は産業廃棄物の県外搬出量がかなり多い。これらの産業廃棄物は搬入、搬出にかかわらず、
既存の「事前協議制」を活用することができる。そして、茨城県の業者が不法投棄したことが明ら
かになった産業廃棄物については、「事後協議制」を導入して責任の所在を明確にするとともに、
事後処理方法を提示することによって廃棄物行政の信頼を高める。
この「産業廃棄物広域リサイクル管理システム」は、既存の「産業廃棄物交換制度」の問題点を
補完し、さらに広域処理を目指す必要がある。また、携帯電話のＧＰＳ機能、カメラ機能、メール
機能、データ貯蔵機能をうまく利用すれば、膨大な投資が避けられる。現在、日本の携帯電話普及
率はかなり高く、廃棄物の輸送ルート、渋滞情報、現物の画像確認、電子マニフェストの記録や情
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報センターへの報告メール転送など様々な問題点がかなり改善できると思われる。図４の概念図は、
考察結果にもとづき、茨城県におけるゼロ・エミッション政策モデルを概念的にまとめたものであ
る。
図４いばらきゼロ・エミッションモデルの概念
本稿では、茨城県の地域特性、廃棄物行政およびゼロ・エミッションの政策方針を考察、分析し、
ゼロ・エミッションの概念的なモデルを提案した。既存政策とシステムの基本枠を維持しながら、
これらの問題点の改善や制度の見直しを行い、ゼロ・エミッションモデルの構築可能性を探った。
各自治体の廃棄物行政は、全国的に一律な政策を導入するのではなく、地域特性および隣接地域と
の関係、産業構造、既存政策との連携を十分検討する必要がある。
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